

























































































































































































































































































































































































































































フー 的1 ■　「 卿記タ 述定 一● ．璽　　．φ　．　　．’c’．
義
（内部スキーマ）
（概念スキーマ）
出所：宮川公男「経営情報システム1，中央経済社，1995年，98ページ。
　そして，データベースの目的には，データの独立性，データの保守・保護の容易性，プログラム
の保守の容易性，データの重複排除，検索の容易性，オンラインでの利用可能性などがあげられる。
そしてデータベースの管理システムは図2－2で示されている40｝。
　またDSSは「管理者が直面する特定の問題あるいは意思決定を支援するのに必要なデータとさま
ざまな科学的分析技法を組み込んだシステムであり，その意思決定や問題解決に必要な情報を提供
することを目的とする。」〃1にのDSSの主な特徴は，①半構造的（semi－structured）問題解決，②決
定過程の支援，③意思決定の効果重視という三つの内容に区分できるが，その全体的な構成要素を
示したのが図2－3である。
　上述したように，情報の偏在は不確実性と取引当事者の機会主義から発生して取引当事者の少数
性を誘発する要因として認識されたが，情報ネットワーク化と分散処理の拡大，各種情報提供サー
ビスによって情報の偏在の希薄化をもたらす。つまり，情報の偏在の希薄化はより多くの取引参加
者がより多量で正確な情報の獲得ができるようになることを意味する。結果的に，不確実性と取引
当事者間の機会主義に迅速かつ正確に対応することができ，取引参加者の少数性の誘発を抑制する
方向に働く。
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図2－3　DSSの構成要素
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出所：宮川公男編『経営システム1，中央経済社，1995年，145ページ。
　情報ネットワークの拡大は情報伝送の高速化を実現すると同時に，各端末からの情報アクセスと
活用を可能とする。またC／S（client－server）システムによる分散処理の拡大は偏在する諸情報のデ
ータベース化を促進し，組織構成員や取引当事者にネットワークを通じたアクセスと活用を可能に
する。情報ネットワーク化の中心的な内容としては，インターネットの普及があげられる。それは
アメリカ国防総省が1969年に行った実験プロジェクトから始まるが，1990年代に入ってから商業的
利用が認められるようになった点が大きな意味を持つ42｝。90年代以前にはUNIX（エンジニアリング
や業務用システム用の高機能OS）などの知識のない人々にはインターネットを扱えない短所があっ
たが，WWW（World　Wide　Web）とこれを閲覧するためのプラウザーソフト「モザイク」の出現
によって，一般ユーザーも利用できるようになった。また，最近話題になっているいわゆる「イン
トラネット」のブームは社内インターネットとしてその利用の領域が広がりつつある。最近のイン
ターネットの発展の流れについて説明したのが図2－4である。また分散処理の拡大については，
分散処理情報通信システムを通してよく説明できる。「分散処理情報通信システムは『オープン型経
営』を実現する強力なツールを提供する。パソコンやワークステーションなどが高速通信ネットワ
ークでつながる分散処理型システムは，旧世代システムでは考えられなかった低価額と速いスピー
ドで企業間のファイル転送，電子メールなどの情報交換を可能にしている。座席にいながらにして
何百キロも離れた提携企業先の担当者の顔を見つつ，会話しながら自分の書いた図面を相手のパソ
コンに送り込むといったことができる。」43》
　最後に，リアル・タイム情報サービスとデータベースによる各種情報提供サービスは，高速かつ
低コストで実行可能な情報探索が利用でき，経済主体間に存在する情報格差の解消を促すにほかな
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らない。
　　　　　　　　　図2－4　パソコンとインターネットの結合
社内ネットワーク　　　　　　インターネット
ノてソコン
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　の共有
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・　　子メー」レ
…W・マルチメディア
・　索
現在
イントラネット
・グループウェア
・様々なビジネスアプリケーション
将来
出所：楠真『イントラネット入門』，日本経済新聞社，1996年，23ページ。
　また組織間関係の形成の一部として示された代表的資源交換と制度的情報交換の水準で企業間の
取引費用と関連性がある取引資産の特定性と製品仕様の複雑性も情報化の進展によって，取引の形
態に変化をもたらす。
　取引特定資産に関しては，取引に投資が行われる程度の差という面で，情報技術と通信技術の進
展によって，高度に特定的な資産が半特定的資産あるいは非特定的な資産に変わること（より汎用
的な資産になること）を意味するが，これはより多くの企業が取引に参加することができることを
意味する。
　取引特定資産は柔軟な生産技術によって，製造ラインをある製品から他の製品へと急速に転換す
ることが可能になった。つまり，他の特定ではない部品と類似したいくつかの資産特定的部品は，
より多くの企業によって生産され始められることを意味する。取引に関する情報をより多くの企業
がオープンに共有できるようになり，取引に当てはまる取引先を迅速に見つけることができる。
　そして製品仕様の複雑性もデータベースと高周波帯域の電子的コミュニケーションによって，伝
統的な様式と比べ，容易に複雑な多次元にわたる製品仕様の処理と伝達を可能にして取引費用を節
約する。図2－5は最近，様々な産業界でのデータベースと高周波帯域の電子的コミュニケーショ
ンの面で有効に機能しているCALS（Commerce　At　Light　Speed），44）EDI（Electronic　Data　Inter・
change），　SIS（Strategic　Information　System）などの位置づけについて描いたものである。これ
は企業間オンライン・データ交換が標準方式を採用しているかどうかと，電子的取引契約が事前に
特定されているかどうかという区分によって異なる形態を表している。
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図2－5企業間オンライン・データ交換の諸概念
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：
出所：国領二郎『オープン・ネットワーク経営」，日本経済新聞社，1996年，47ページ。
　EDIとは同一の会社において，買い手（customers），売り手（supplyer），そしてショップ（depart－
ments）がリアル・タイムで情報を電子的に共有したり，伝送することができる電算システムのこと
をいう。これはまた他の目的にも利用できる。つまり，買い手は売り手の生産システムのなかから，
買い手自身のオーダーがどの辺に流れているのかを追跡できる。仮にあるオーダーがスケジュー一ル
より早く，あるいは遅く入るならば，買い手はオーダーのペースに合わせて行動することが可能で
ある。同時に，売り手は，売り手自身の生産スケジュールを調整するために，買い手の在庫保有率
に加えて，売上高と製品利用率（product　usage　rate）をすみやかに追跡できるEDIを利用する。最
近流行しているATM（Automated　Teller　Mashine）やCD（Cash　Dispenser），　POS（Point　Of
Sales）システムもEDIの一つともいえる46）。　EDIによる効果をあげた企業としては，米自動車メー
カーであるクライスラー（Chrysler　Corporation）が見られるが，年間一台当たりに100ドル以上の
節約効果（年間会社総節減効果は2億2千ドル）をあげたとい5　‘7）。
　次のCALSは元々80年代半ばから米国国防総省が開発したコンピュータを利用した兵たん支援シ
ステムのことをいうが，直訳すれば「コンピュータ利用型兵たん支援システム」（Computer　Aided
Logistic　Support）という意味になる。この概念は現在，民間の企業にも適用または拡散されつつあ
る48）。「CALSの一般的産業用の適用については，まだ実証的な社会科学的な研究ができる段階まで
にはないし，実はその具体的な姿についても明らかではないが，大きな期待が寄せられいるのがい
わゆるコンカレント・エンジニアリングなど，複数の企業が共同で技術・商品開発をする際のツー
ルとしての利用である。コンカレント・エンジニアリングとは，従来の基本部分の設計を終えてか
らそれに付随する詳細な部分にとりかかる，といった流れ作業的開発ではなく，それぞれの工程が
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他の工程の情報を共有しつつ，並列的に（コンカレントに）開発を進めるという手法だ。この採用
により，開発サイクルが非常に短くなり，市場ニーズに合った製品ができるようになる。」49）
おわりに
　本論文では企業間関係に変化を及ぼす諸要因として情報化の進展を取り上げた。そして本論文の
構成は，大きく2段階に分けて議論を展開した。
　第1段階である第1章では，企業間関係の諸類型，企業間関係の形成要因，取引様式の諸類型，
企業間関係の形成に影響を及ぼす諸要因などを検討することによって，本論文の目的である，情報
化が企業間の取引関係にもたらす影響を分析するための理論的な枠組みを設定した。企業間関係の
類型については，官僚制と完全競争市場を理念的なタイプとし，企業間関係を両極の間に位置づけ
た。また企業間関係の形成要因は，連結タイプと連結レペルに分類し，個人的なレペルを除いた，
代表的な情報交換・代表的資源交換・制度的な情報交換・制度的資源交換の範囲内で理論的な枠組
みを設定した。そして取引の諸類型については，市場取引・組織内取引・中間取引に3分類して，
企業間での取引は意思決定の原則とメンバーシップの原則に基づいて行われることを確認した。ま
た企業間関係の形成に影響を及ほす要因として，取引費用・取引特定資産・製品仕様の複雑性など
を取り上げたが，情報化が企業間関係にもたらした影響については，取引費用の概念が分析のため
の基礎的な用具として用いられる。
　第2段階である第2章では，第1段階で設定した企業間関係の枠組みを基礎に，情報化の諸概念
と情報化の効果について具体的に検討した。情報化の諸概念は，情報の狭義の概念，つまりフォー
ド・システムがフォーディズムの道へ導いたように，情輯が企業全体像を変化させる革命的な意味
としてとらえた。また情報化の効果としては，電子的伝達効果・電子的仲介効果・電子的統合効果
を取り上げた。これらの効果は，第1章で取り上げた取引発生メカニズム・取引特定資産・製品仕
様の複雑性への変化をもたらし，企業間の取引形態に影響を及ぼした。取引発生メカニズムについ
ては，具体的に限定された合理性の拡大と，情報の偏在を希薄化する方向に働いて不確実性と複雑
性への迅速で正確な対応を可能にすることによって，代表的な情報交換と制度的情報交換の水準を
高める。そして取引特定資産については，柔軟な生産技術によって，高度に特定的な資産が，半特
定的あるいは非特定的な資産の方にシフトさせられる。これは究極的に企業間関係の形成要因であ
る代表的な資源交換と制度的な資源交換の水準を高めることを意味する。最後の製品仕様の複雑性
もデータベースと高周波帯域の電子的コミュニケーションによって，伝統的な様式と比べ，容易に
複雑な多次元にわたる製品仕様の処理と伝達を可能にして取引費用を節約する。
　以上のように，電子的伝達効果，電子的仲介効果，電子的統合効果といった情報化の進展は，取
引費用の節約，取引資産特定性の希薄化，製品仕様の多様化への速やかな対応に導き，企業間関係
において内部組織的な構造に近い形態の取引から外部組織的な構造に近い形態の方向へ，すなわち，
より緩やかな企業間連結へとシフトさせることを確認した。言い換えれば，これは企業間関係で行
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われる中間取引も，情報化の進展によって取引費用が節約され，より多数の企業との取引が可能に
なることを意味する。本論文では情報化の進展によるアウトプット的な効果のみを取り上げて企業
間関係の変化を検討したが，今後，さらに情報化を実現するためのインプット的な側面に関する考
察をも含め，総合的な情報化に関する認識を目指したい。
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